
入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。

令和５年９月１９日

支出負担行為担当官

釧路地方法務局長 西 山 悟

１ 競争入札に付する事項

(1) 件名等

登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）に係る業務委託 一式

(2) 仕様等

令和５年度登記簿等の公開に関する事務（乙号事務）民間競争入札実施要

項（以下「実施要項」という。）及び入札説明書による。

(3) 実施期間

令和６年１０月１日から令和１０年９月３０日まで

２ 競争入札に参加する者に必要な資格等に関する事項

(1) 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５

１号。以下「法」という。）第１５条において準用する法第１０条各号（第

１１号を除く。）に該当する者でないこと。

(2) 法第３３条の２第２項各号に該当する者であること。

(3) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）

第７０条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要

な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

(4) 予決令第７１条の規定に該当しない者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者で、北海道地域の競争参加資格を有する者であ

ること。

ア 令和４・５・６年度法務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」において、Ａ又はＢ等級に格付けされている者であること。

イ 令和４・５・６年度法務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」において、Ｃ等級に格付けされている者で、本件競争入札に係る役

務の提供と同等以上の仕様の役務の提供の履行実績を有することを証明で

きる者であること。



(6) 法第３３条の２第６項の規定に基づき委託業務の全部又は一部の停止を命

ぜられたことがある者（その者の親会社等（競争の導入による公共サービス

の改革に関する法律施行令（平成１８年政令第２２８号）第３条で定める特

定支配関係を有する者をいう。）が同規定に基づき、委託業務の全部又は一

部の停止を命ぜられたことがある場合における当該者を含む。）については、

その業務停止期間が満了した日から起算して５年を経過していること。

(7) 法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

(8) 労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料等の滞納がな

いこと。

(9) 個人情報の適切な取扱いを行っている旨の第三者評価として、プライバシ

ーマーク若しくはＩＳＯ２７００１又はこれと同等の資格を入札書提出期限

までに取得していること。

３ 契約条項を示す場所及び問合せ先

〒０８５－８５２２ 北海道釧路市幸町１０丁目３番地

釧路地方法務局会計課主計係（担当：稲毛）

電話 ０１５４－３１－５０１２

４ 電子調達システムの利用

本件は、電子調達システムを利用することができる案件である。

５ 入札説明会及び現地説明会の日時及び場所

(1) 入札説明会

令和５年１０月６日（金）１３時３０分

釧路地方法務局２階会議室

(2) 現地説明会

ア 釧路地方法務局本局

令和５年１０月６日（金）１６時００分

イ 釧路地方法務局帯広支局

令和５年１０月１０日（火）１３時３０分

ウ 釧路地方法務局北見支局

令和５年１０月１２日（木）１３時３０分

エ 釧路地方法務局中標津出張所

令和５年１０月１３日（金）１３時３０分

オ 網走法務局証明サービスセンター（網走市役所内）

令和５年１０月１１日（水）１３時３０分



(3) 入札説明会及び現地説明会の参加申込み

上記(1)の入札説明会又は上記(2)の現地説明会への参加を希望する者は、

令和５年９月２８日（木）までに、前記３の問合せ先に電話で申し込むこと。

６ 入札書の提出期限及び提出場所

令和６年２月２日（金）１７時１５分

電子調達システム又は釧路地方法務局会計課主計係（担当：稲毛）

７ 開札の日時及び場所

令和６年２月５日（月）１４時

電子調達システム又は釧路地方法務局２階会議室

８ 入札保証金及び契約保証金

免除

９ 入札の無効

本公告に示した競争参加資格のない者、別に定める入札説明書の入札条件に

違反した者又は入札参加者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書及び提案書は、無効とする。

10 契約書作成の要否

要

11 入札参加者に要求される事項

(1) 入札参加者は、入札説明書で示す総合評価のために必要な書類を指定する

期日までに提出しなければならない。

なお、提出した書類について説明を求められたときは、これに応じなけれ

ばならない。

(2) 入札参加者は、釧路地方法務局が別途指定する日時に、同局に設置する評

価委員会において、口頭による説明（以下「プレゼンテーション」という。）

を行わなければならない。

なお、プレゼンテーションに参加しない者は、失格とする。

12 落札者の決定方法

(1) 予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であ

り、入札説明書で指定する要求要件を全て満たしている提案をした入札参加



者の中から、入札説明書で定める総合評価の方法をもって落札者を決定する。

(2) 入札書を提出した後は、理由の如何を問わず、入札の辞退は認めない。

13 その他

(1) 詳細は、実施要項及び入札説明書による。

実施要項は、法務局ホームページ（URL：https://houmukyoku.moj.go.jp/

homu/static/sijyoukatop_index.html）からダウンロードすることができる。

入札説明書は、本日以降、前記３の場所において交付する。

また、同日以降、電子調達システムからもダウンロードすることができる。

(2) 令和５年度の本件入札手続において、入札の落札者となりながら、正当な

理由なくして契約を締結しなかった者及び予決令第８６条の規定によるいわ

ゆる低入札価格調査に協力しなかった者については、当該事実があった日か

ら５年間、本件委託契約に係る入札参加資格を付与しないこととする。


